
（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 44,143,414,928 固定負債 20,231,350,604

有形固定資産 36,470,420,798 地方債 17,995,172,209

事業用資産 20,695,515,925 長期未払金 -

土地 6,628,705,450 退職手当引当金 2,151,463,868

立木竹 140,165,800 損失補償等引当金 -

建物 30,047,300,399 その他 84,714,527

建物減価償却累計額 △ 19,497,201,056 流動負債 2,280,198,249

工作物 6,552,377,352 1年内償還予定地方債 1,602,828,745

工作物減価償却累計額 △ 5,399,407,345 未払金 238,817,901

船舶 - 未払費用 78,063,349

船舶減価償却累計額 - 前受金 268,510

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 215,550,202

航空機 - 預り金 57,877,150

航空機減価償却累計額 - その他 86,792,392

その他 - 22,511,548,853

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 2,223,575,325 固定資産等形成分 46,515,604,148

インフラ資産 14,822,356,716 余剰分（不足分） △ 19,854,360,865

土地 551,877,560 他団体出資等分 -

建物 342,237,896

建物減価償却累計額 △ 246,894,302

工作物 32,843,159,615

工作物減価償却累計額 △ 18,741,917,056

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 73,893,003

物品 4,329,769,250

物品減価償却累計額 △ 3,377,221,093

無形固定資産 825,856,180

ソフトウェア 89,313,109

その他 736,543,071

投資その他の資産 6,847,137,950

投資及び出資金 △ 39,313,000

有価証券 -

出資金 △ 39,313,000

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 63,166,356

長期貸付金 △ 107,645,081

基金 6,377,340,344

減債基金 -

その他 6,377,340,344

その他 614,285,620

徴収不能引当金 △ 60,696,289

流動資産 5,029,377,208

現金預金 2,031,820,388

未収金 619,877,805

短期貸付金 -

基金 2,370,889,220

財政調整基金 1,819,002,233

減債基金 551,886,987

棚卸資産 17,924,962

その他 1,300,000

徴収不能引当金 △ 12,435,167

繰延資産 - 26,661,243,283

49,172,792,136 49,172,792,136

連結貸借対照表
（令和６年３月31日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計
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（単位：円）

経常費用 18,867,400,819

業務費用 9,591,234,960

人件費 4,046,376,578

職員給与費 3,581,717,989

賞与等引当金繰入額 101,052,485

退職手当引当金繰入額 80,883,311

その他 282,722,793

物件費等 5,111,305,022

物件費 3,181,873,372

維持補修費 219,541,301

減価償却費 1,706,826,256

その他 3,064,093

その他の業務費用 433,553,360

支払利息 141,618,541

徴収不能引当金繰入額 21,512,808

その他 270,422,011

移転費用 9,276,165,859

補助金等 8,179,432,430

社会保障給付 1,087,666,004

他会計への繰出金 -

その他 9,067,425

経常収益 4,563,534,824

使用料及び手数料 3,565,523,495

その他 998,011,329

純経常行政コスト 14,303,865,995

臨時損失 49,945

災害復旧事業費 -

資産除売却損 49,945

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 -

資産売却益 -

その他 -

純行政コスト 14,303,915,940

連結行政コスト計算書
自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日

科目 金額
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（単位：円）

前年度末純資産残高 26,053,022,247 45,217,973,320 △ 19,164,951,073 0

純行政コスト（△） △ 14,303,915,940 △ 14,303,915,940 0

財源 14,865,676,821 14,865,676,821 0

税収等 10,098,213,826 10,098,213,826 0

国県等補助金 4,767,462,995 4,767,462,995 0

本年度差額 561,760,881 561,760,881 0

固定資産等の変動（内部変動） 1,252,052,663 △ 1,252,052,663

有形固定資産等の増加 2,422,488,149 △ 2,422,488,149

有形固定資産等の減少 △ 1,740,003,409 1,740,003,409

貸付金・基金等の増加 1,284,090,588 △ 1,284,090,588

貸付金・基金等の減少 △ 714,522,665 714,522,665

資産評価差額 37,323,000 37,323,000

無償所管換等 27,558 27,558

他団体出資等分の増加 - 0

他団体出資等分の減少 - 0

比例連結割合変更に伴う差額 - 0

その他 9,109,597 8,227,607 881,990

本年度純資産変動額 608,221,036 1,297,630,828 △ 689,409,792 0

本年度末純資産残高 26,661,243,283 46,515,604,148 △ 19,854,360,865 0

連結純資産変動計算書
自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分
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（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 17,027,232,416

業務費用支出 7,751,131,684
人件費支出 3,968,858,913
物件費等支出 2,599,791,039
支払利息支出 141,618,541
その他の支出 1,040,863,191

移転費用支出 9,276,100,732
補助金等支出 8,179,354,126
社会保障給付支出 1,087,666,004
他会計への繰出支出 -
その他の支出 9,080,602

業務収入 18,798,647,523
税収等収入 10,089,150,895
国県等補助金収入 4,239,382,592
使用料及び手数料収入 3,573,831,395
その他の収入 896,282,641

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 1,771,415,107
【投資活動収支】

投資活動支出 3,607,118,554
公共施設等整備費支出 2,397,943,428
基金積立金支出 1,080,930,045
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 20,600,000
その他の支出 107,645,081

投資活動収入 1,172,260,305
国県等補助金収入 530,556,004
基金取崩収入 409,208,766
貸付金元金回収収入 21,137,695
資産売却収入 27,287
その他の収入 211,330,553

投資活動収支 △ 2,434,858,249
【財務活動収支】

財務活動支出 1,685,207,496
地方債償還支出 1,654,149,778
その他の支出 31,057,718

財務活動収入 1,849,280,081
地方債発行収入 1,849,280,081
その他の収入 -

財務活動収支 164,072,585
△ 499,370,557
2,458,901,408

比例連結割合変更に伴う差額 15,035,812
1,974,566,663

前年度末歳計外現金残高 49,051,325
本年度歳計外現金増減額 8,202,400
本年度末歳計外現金残高 57,253,725
本年度末現金預金残高 2,031,820,388

前年度末資金残高

本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日

科目 金額

本年度資金収支額
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統一的な基準による財務書類における注記 

（令和５年度 連結決算） 

 

１ 重要な会計方針 

 

(1) 有形固定資産の評価基準及び評価方法 

原則として、取得原価で計上しています。 

なお、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路・河川・ため池の敷地は備忘価額１円としています。 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････償却原価法（定額法）※該当なし 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））※該当なし 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････会計年度末における市場価格 ※該当なし 

イ 市場価格のないもの･･････････････････出資金額 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法により減価償却しています。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   15年～50年 

工作物  10年～60年 

物品   ４年～15年 

② リース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同様に、定額法により減価償却しています。 

なお、リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が 300 万円以下のリース取引は

リース資産として計上しません。 

 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上します。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率又は平均未収入率による徴収不能見

込額を計上します。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上します。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上します。 

 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額

について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上します。 
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(5) リース取引の処理方法 

ア リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が 300万円以下のリース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  イ ア以外のリース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（要求払預金）及び現金同等物（鞍手町公金管理及び運用基準において、歳計現金等の保管

方法として規定した預金等をいいます。）です。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 

 

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50万円（美術品は 300万円）以上の場合に資産と

して計上します。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、その支出が明らかに当該償却資産の価値を高め

るか、その耐久性を増すこととなると認められる場合は、資本的支出として処理します。 

また、資本的支出に該当するかどうかを判断しがたい場合は、金額が 60 万円以上であるとき、

又は固定資産の取得価額等のおおむね 10％相当額以上であるときに資本的支出として処理しま

す。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

令和５年度決算においては、特にありません。 

 

３ 重要な後発事象 

令和５年度決算においては、特にありません。 

 

４ 偶発債務 

令和５年度決算においては、特にありません。 
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５ 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 連結財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

かんがい施設維持管理運営費特別会計 

住宅新築資金等特別会計 

谷山池パイプライン水利施設維持管理運営費特別会計 

地方独立行政法人くらて病院貸付金等特別会計 

国民健康保険事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

鞍手町水道事業会計 

鞍手町下水道事業会計 

地方独立行政法人くらて病院 

福岡県後期高齢者医療広域連合(一般会計) 

福岡県後期高齢者医療広域連合（後期高齢者医療特別会計) 

福岡県介護保険広域連合(一般会計) 

福岡県自治振興組合(一般会計) 

福岡県自治会館管理組合(一般会計) 

直方・鞍手広域市町村圏事務組合(一般会計) 

直方・鞍手広域市町村圏事務組合(休日等急患センター事業特別会計) 

直方・鞍手広域市町村圏事務組合(消防事業特別会計) 

宮若市外二町じん芥処理施設組合(一般会計) 

福岡県市町村消防団員等公務災害補償組合(一般会計) 

 

(2) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

①  固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金、基金及びその他を加えた額を計上しています。 

 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

③  重要な非資金取引 

令和５年度決算においては、特にありません。 



１．貸借対照表の内容に関する明細

  (１) 資産項目の明細

①有形固定資産の明細

（単位：円）

減価償却累計額

 事業用資産 43,930,546,219 24,083,592,309 1,678,838,263 17,260,156 45,592,124,326 24,896,608,401 837,469,608 20,695,515,925

　  土地 6,627,906,633 826,104 27,287 6,628,705,450 6,628,705,450

　　立木竹 140,165,800 140,165,800 140,165,800

　　建物 30,015,126,626 18,814,312,491 49,406,642 17,232,869 30,047,300,399 19,497,201,056 708,852,461 10,550,099,343

　　工作物 6,549,006,380 5,269,279,818 3,370,972 6,552,377,352 5,399,407,345 128,617,147 1,152,970,007

　　船舶

　　浮標等

　　航空機

　　その他

　　建設仮勘定 598,340,780 1,625,234,545 2,223,575,325 2,223,575,325

 インフラ資産 33,213,700,576 18,448,062,714 849,825,976 252,358,478 33,811,168,074 18,988,811,358 587,219,053 14,822,356,716

　　土地 549,661,868 2,215,692 551,877,560 551,877,560

　　建物 342,237,896 242,680,293 342,237,896 246,894,302 4,015,225 95,343,594

　　工作物 32,006,542,955 18,205,382,421 843,110,284 6,493,624 32,843,159,615 18,741,917,056 583,203,828 14,101,242,559

　　その他

　　建設仮勘定 315,257,857 4,500,000 245,864,854 73,893,003 73,893,003

 物品 4,272,003,306 1,069,224,136 107,825,320 50,059,376 4,329,769,250 3,377,221,093 275,928,799 952,548,157

81,416,250,101 43,600,879,159 2,636,489,559 319,678,010 83,733,061,650 47,262,640,852 1,700,617,460 36,470,420,798

ソフトウェア 125,238,316 321,367 36,246,574 89,313,109 89,313,109

その他 746,782,865 48 10,239,842 736,543,071 736,543,071

872,021,181 321,415 46,486,416 825,856,180 825,856,180

20,440,252 2,515,290 17,924,962

82,308,711,534 43,600,879,159 2,636,810,974 368,679,716 84,576,842,792 47,262,640,852 1,700,617,460 37,296,276,978

棚卸資産

合　計

本年度償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)-(E)

(G)

有
形
資
産

小　計

無
形
資
産 小　計

区　分

前年度末残高
(A) 本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)
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②有形固定資産の行政目的別明細

（単位：円）

2,088,050,008 5,333,965,750 7,396,136,866 934,627,394 636,237,221 92,565,795 4,213,932,891 20,695,515,925

1,357,660,828 2,258,746,101 1,026,302,714 354,119,669 51,017,551 33,325,253 1,547,533,334 6,628,705,450

140,165,800 140,165,800

614,895,458 2,673,718,812 6,257,550,325 528,006,063 48,985,696 7,350,310 419,592,679 10,550,099,343

115,493,722 337,209,937 112,283,827 52,501,662 396,068,174 51,890,232 87,522,453 1,152,970,007

64,290,900 2,159,284,425 2,223,575,325

13,105,036,139 1,592,089,906 125,230,671 14,822,356,716

504,970,704 46,906,856 551,877,560

11,317,281 84,026,313 95,343,594

12,517,155,151 1,458,856,737 125,230,671 14,101,242,559

71,593,003 2,300,000 73,893,003

4 35,123,976 493,956,183 336,431,647 4 27,457,943 59,578,400 952,548,157

15,193,086,151 5,369,089,726 7,890,093,049 2,863,148,947 636,237,225 245,254,409 4,273,511,291 36,470,420,798

建物

工作物

船舶

立木竹

区　分 合　計

 事業用資産

土地

環境衛生 産業振興
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 消　防 総　務

浮標等

航空機

建設仮勘定

 物品

合　計

建設仮勘定

 インフラ資産

土地

建物

工作物

その他

その他
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